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決算

■市の財政状況
健全化判断比率� 単位：％

区　　分 実質赤字 連結実質赤字 実質公債費 将来負担
市の比率 － － △0.3 －
早期健全化基準（黄色信号） 13.52 18.52 25.0 350.0
財政再生基準（赤信号） 20.0 30.0 35.0

※実質赤字、連結実質赤字は赤字がないため、将来負担は数値が低く、算出されないため「－」の表示。

資金不足比率� 単位：％

区　　分 水道事業 病院事業 農業集落
排水事業 下水道事業

市の比率 － － － －
経営健全化基準 20.0

※市の公営企業会計は、資金不足額がないため「－」の表示。

■各会計決算総括表� 単位：万円
区　　　　　　　　　分 歳 入 （Ａ） 歳 出 （Ｂ） 差 引 （Ａ）－（Ｂ）

一 般 会 計 1,725,184 1,670,848 54,336
特　
別　
会　
計

国 民 健 康 保 険 416,417 409,200 7,217
後 期 高 齢 者 医 療 保 険 33,180 32,153 1,027
介 護 保 険 274,085 264,073 10,012
農 業 集 落 排 水 事 業 30,850 28,084 2,766
下 水 道 事 業 76,923 61,172 15,751
工 業 団 地 建 設 事 業 6 0 6

企
業
会
計

水道事業 収 益 的 収 支 101,521 95,550 5,971
資 本 的 収 支 12,771 25,730 △ 12,959

病院事業 収 益 的 収 支 518,589 531,072 △ 12,483
資 本 的 収 支 61,881 83,234 △ 21,352

合　計 3,251,406 3,201,115 50,291

歳入 
172億5,184万円

前年度よりも３億 5,268 万円増額

平
成
30
年
度
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
1
７
２
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５
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８
4
万
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歳
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は
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６
７
億
８
４
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
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政
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健
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し
て
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ま
す
。
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市税（44.5％）
76億8,111万円

※表示単位未満を四捨五入しているため、
　合計と一致しない場合があります。

使用料・手数料（1.1％）
1億8,728万円

繰入金（9.7％）
16億7,296万円

国庫・県支出金（24.3％）
41億9,170万円

地方譲与税・交付金
（6.1％）
10億5,573万円

その他（3.2％）
5億4,677万円

市債（4.3％）
7億4,565万円

分担金・負担金（0.9％）
1億4,875万円

前年度よりも 3億 5,929 万円増額

歳出 167億848万円

■経常的経費（68.2％）
　113億9,894万円
■投資的経費（17.8％）
　29億7,236万円
■その他経費 (14.0％）
　23億3,720万円

議会費（0.8％）
１億2,967万円

総務費（11.7％）
19億6,268万円

衛生費（20.7％）
34億5,502万円

民生費（19.4％）
32億4,758万円

労働費（0.0％）
721万円

教育費（14.2％）
23億7,467万円

消防費（11.1％）
18億6,222万円

土木費（13.0％）
21億7,534万円

商工費（2.3％）
3億7,795万円
農林水産費（4.6％）
7億7,094万円

公債費（2.0％）
3億3,483万円

諸支出金（0.0％）
225万円

人件費（16.0％）
26億7,989万円

公債費（2.0％）
３億3,483万円

扶助費（11.3％）
18億8,510万円

補助費など（18.4％）
30億7,422万円

性質別

物件費（19.1％）
31億8,728万円

維持補修費
（1.4％）
2億3,762万円

普通建設事業費
（17.7％）
29億6,422万円

繰出金（9.9％）
16億5625万円

積立・貸付・出資金（4.1％）
6億8,095万円

繰越金（3.2％）
5億4,997万円

地方交付税（2.7％）
4億7,192万円

決
算
の
概
要

　
平
成
30
年
度
に
お
け
る
一
般
会
計

の
歳
入
総
額
は
１
７
２
億
５
１
８
４ 

万
円
、
歳
出
総
額
は
１
６
７
億 

８
４
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
市
の

総
人
口
は
３
万
２
５
４
１
人（
3
月

31
日
時
点
）
な
の
で
、
市
民
１
人
当

た
り
約
50
万
円
が
使
わ
れ
た
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　

翌
年
度
へ
の
繰
越
額
財
源
で
あ 

る
８
０
５
６
万
円
を
除
く
と
４
億 

６
２
８
０
万
円
の
実
質
黒
字
と
な
っ

て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
前
年
度
か
ら

の
純
繰
越
金
が
４
億
６
４
２
３
万
円

あ
る
こ
と
か
ら
、
単
年
度
の
収
支
と

し
て
は
１
４
３
万
円
の
赤
字
と
い
う

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

昨
年
度
は
厳
し
い
財
政
状
態
の

中
、
効
率
的
に
事
業
を
実
施
し
ま
し

た
。
財
政
状
態
も
基
準
を
ク
リ
ア
し
、

財
政
状
況
の
健
全
化
を
示
す
健
全
化

判
断
比
率
や
資
金
不
足
比
率
は
、
各

項
目
と
も
早
期
健
全
化
基
準
を
大
幅

に
下
回
っ
て
お
り
、
財
政
の
健
全
性

を
維
持
し
て
い
ま
す
。

歳
　
入

　

歳
入
は
、
前
年
度
よ
り
も
３
億 

５
２
６
８
万
円
増
額
と
な
り
ま
し

た
。
内
訳
は
、
税
収
な
ど
の
自
主

財
源
が
62
・
５
㌫
、
国
や
県
の
補

助
金
な
ど
に
頼
っ
た
依
存
財
源
が

37
・５
㌫
で
す
。

　
自
主
財
源
の
う
ち
市
税
は
、
固
定

資
産
税
の
減
収
な
ど
に
よ
り
、
前
年

度
と
比
べ
１
億
７
６
４
万
円
減
額
の

76
億
８
１
１
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
依
存
財
源
の
中
で
最
も
多
い
割
合

は
国
庫
・
県
支
出
金
で
、
歳
入
全
体

の
24
・３
㌫
を
占
め
て
い
ま
す
。

歳
　
出

　

歳
出
は
、
前
年
度
よ
り
も
３
億 

５
９
２
９
万
円
増
額
と
な
り
ま
し

た
。
災
害
支
援
物
資
拠
点
施
設

や
消
防
出
張
所
の
整
備
な
ど
に

よ
り
、
消
防
費
が
前
年
度
よ
り

６
億
７
８
３
６
万
円
増
額
し
た
こ

と
が
主
な
要
因
で
す
。

　

平
成
30
年
度
の
主
要
事
業
の
決

算
額
は
、
市
内
２
小
学
校（
浜
岡

東
・
御
前
崎
）
へ
の
太
陽
光
パ
ネ

ル
設
置
に
８
６
９
４
万
円
、
▼
災

害
支
援
物
資
拠
点
施
設
整
備
に

１
億
５
５
５
３
万
円
、
▼
消
防
出
張

所
整
備
に
２
８
８
５
万
円
、
▼
小

中
学
校
で
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
事
業
に

４
２
６
万
円
、
▼
ス
ポ
ー
ツ
振
興
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
に
１
８
４
５
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

災害復旧費（0.0％）
814万円

災害復旧事業費
（0.0％）
814万円

目的別

3 OMAEZAKI OMAEZAKI 2


